
 
 

 

  答 

  １  収支相償は、公益目的事業に係る収入と公益目的事業に要する費用を比較

することになりますが、本基準に基づいて単年度で必ず収支が均衡することま

で求めることはしません。仮にある事業年度において収入が費用を上回る場合

であっても、公益目的事業拡充等に充てるための特定費用準備資金として計画

的に積み立てること等で、中長期的には収支が均衡することが確認されれば、

収支相償の基準は充たすものとされます。（FAQ問 V－２－③参照）。 

 

  ２ 翌年度に費消する場合には、剰余金の発生年度の事業報告書の別表 A（１）

の「※第二段階における剰余金の扱い」欄に、翌事業年度における解消が実現

可能であることが分かる程度に具体的な剰余金の解消計画の内容を記載する

ことが求められます。特に、法人の事業費に比して多額の剰余金がある場合に

は、事業拡大の達成可能性の観点から具体的で現実的な資金の使い道（事業費

の費目）について十分に説明して下さい。また、事後的には、解消計画に従っ

て剰余金が解消されたことについて、説明を求められることもあります。 

 

 ３ また、発生した剰余金が翌事業年度における解消計画で適切に費消すること

ができないことについて特別の事情や合理的な理由がある場合（注１）（注２）

には、使い道についてしっかりと検討した上で、より計画的に資金を活用し、

効果的に公益目的事業を実施することが、公益の増進を目的とする公益法人認

定法の趣旨に沿うものと考えられます。 

このため、次のア～ウを前提に、収支相償の剰余金解消計画の立案を 1年延

長する取扱いが認められます。なお、この場合において、行政庁は、必要に応

じて特別の事情や合理的理由、資金使途の内容等について確認することになり

ます。 

ア：事業報告書の別表Ａ（１）の「※第二段階における剰余金の扱い」欄には

発生した剰余金が翌事業年度における解消計画で適切に費消することがで

きないことについて特別の事情や合理的な理由を示すとともに、剰余金の

解消計画立案のための検討のスケジュールを具体的に示すことが求められ

る。 

イ：翌事業年度に翌々事業年度の事業計画を提出する際に、機関決定された剰

余金の解消計画を提出し、翌々事業年度において剰余金を解消するまでの
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具体的な資金使途について説明することが求められる。 

 なお、財務面から計画達成を担保するため、当該剰余金に見合う資金につ

いて、貸借対照表において特定資産として表示することが必要となる。 

ウ：翌々事業年度の事業報告において、剰余金が解消計画に従って解消された

か否かについて、資金の使い道を説明することが求められる。 

 

（注１） 

合理的な理由とは、平年度における法人の事業規模に照らし、翌事業年度だ

けで剰余金を解消するには困難が伴うといった事情がある場合、例えば２年を

かけて段階的に事業拡大を図ることが考えられます。 

（注２） 

事業が恒常的に相当の黒字を生む構造になっている場合は、合理的な理由

には含まれません。

 
※ 一定の場合とは、特別な事情や合理的な理由がある場合をいう。 
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